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参考

当機構には、一般従業員を対象とした中退共制度のほか
に、建設業・清酒製造業・林業で働く期間を定めて雇用さ
れる従業員を対象にした退職金制度として、特定業種退
職金共済制度があります。この制度については、各事業
本部へお問い合わせください。

TEL（03）6731-2866
TEL（03）6731-2887
TEL（03）6731-2887

お問い合わせ先

建設業退職金共済事業本部
清酒製造業退職金共済事業本部
林 業 退 職 金 共 済 事 業 本 部

有利な国の掛金助成

簡単な管理

掛金は非課税

掛金月額の選択

通算制度でまとまった退職金

退職金は直接従業員へ

制度のメリットは何ですか？

何と言っても国の制度だから安全、安心です。

初めて中退共制度に加入する事業主および掛金月額を増額する事業主に掛金の一部を国が助成します。

初めて中退共制度に加入する事業主に掛金月額の1/2（従業員ごとに上限5,000円）を加入後4か月目から1年
間、国が助成します。短時間労働者の特例掛金月額2,000円・3,000円・4,000円には掛金月額の1/2の額にそれ
ぞれ300円・400円・500円が上乗せされます。
（注）社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している事業主および存続厚生年金基金（解散存続厚生年金
基金）から移行の希望を申し出た事業主は、助成の対象になりません。

18,000円以下の掛金月額を増額する事業主に増額分の1/3を増額月から1年間、国が助成します。
（注）20,000円以上の掛金月額からの増額は、助成の対象になりません。

掛金は口座振替ですので手間がかかりません。また、従業員ごとの納付状況や退職金試算額を事業主にお知らせ
しますので退職金の管理が簡単です。

掛金は、法人企業の場合は損金として、また、個人企業の場合は必要経費として、全額非課税となります。
（注）資本金または出資金が1億円を超える法人の法人事業税には、外形標準課税が適用されます。

従業員ごとに選択した掛金月額は加入後いつでも増額できます。また、掛金月額を減額する場合は一定の要件の
もとで変更可能です。

一定の要件を満たしていれば以下の通算ができます。

前の企業での掛金納付月数を通算できます。

それぞれの制度へ前の企業での退職金を通算できます。
※特退金制度とは、商工会議所、商工会などの団体が運営している特定退職金共済制度を指します。

事業主が初めて中退共制度に加入する際、すでに１年以上勤務している従業員について、加入前の勤務期間を通
算できます。
（注）小規模企業共済制度に加入していた期間は通算できません。
（注）解散存続厚生年金基金から移行する従業員は過去勤務期間の通算はできません。

1.新規加入助成

2.月額変更助成

1.過去の勤務期間

2.中退共制度に加入している企業間を転職した場合

3.中退共制度に加入している企業と特退金制度※に加入している企業間を転職した場合

同居の親族のみを雇用する事業主は「新規加入助成」および「月額変更助成」の対象になりません。

退職金は、機構・中退共から直接、退職者の預金口座に振込みます。退職金は一時金払いのほかに、一定の要件を満たしていれば、本人
の希望により全部または一部を分割して受け取ることができます。（事業主が従業員に代わって退職金を受け取ることはできません。）

業　種 資本金の額または
出資の総額

パート従業員数常時雇用する
従業員数

制度についてのご相談は中退共本部または下記コーナーへ

中退共名古屋コーナー 中退共大阪コーナー
〒461-0004　名古屋市東区葵3-15-31

（千種第3ビル2F）
TEL 052-856-8151 FAX 052-856-8155

〒550-0011　大阪市西区阿波座1-7-13
（商工中金阿波座ビル7F）

TEL 06-6536-1851 FAX 06-6536-1850

中退共本部 9：00～17：15、コーナー 9：00～17：00（どちらも土日祝日は除く）電話受付時間
中退共本部 9：00～17：00、コーナー 9：00～16：30（　　　　　〃　　　　　）窓口受付時間

中退共制度に関する情報はモバイルサイトでもご覧いただけます。
QRコードを読み取ってアクセスしてください。

中退共
動画での詳しい解説もどうぞ

さらにわかりやすい！

ホームページをご覧ください



「新規申込書」に記入、押印または署名をして、金融機関または委託事業主団体の窓口に提出していただきます。
加入後、新たに従業員を採用した場合などは、「追加申込書」を使用してください。（ 追加 用の申込書を金融機
関の窓口に提出していただきます。）

ただし、定年などで短期間内に退職することが明らかな
従業員、休職期間中の従業員、期間を定めて雇われてい
る従業員等は加入させなくてもよいことになっています。

①事業主および小規模企業共済制度の加入者、原則として法人企業の役員。
②中小企業退職金共済法に基づく「特定業種（建設業・清酒製造業・林業）退職金共済制度」の被共済者。
※社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している従業員は、中退共制度と重複して加入でき
　ないこととされています。

事業主と生計を一にする同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。詳しくは P4「Q. 加入の手続きを教えて
ください」　を参照してください。 短時間労働者が加入する場合は、「労働条件通知書（雇入通知書）」または「労働契約書」のいずれかの写しを添えてください。

新規加入の際、常時雇用する従業員数が次の規模以上の場合は「中小企業者であることの証明」が必要になります。
◎一般業種（製造業・建設業等）は250人　◎卸売業、サービス業は90人　◎小売業は40人
なお、この証明を必要とする法人企業のうち、資本金の額または出資金の総額が中小企業者の範囲内であれば、現在事項一部
証明書（登記簿抄本）を添えることで中小企業者であることの証明に代えることができます。
事業主と生計を一にする同居の親族が加入する場合、使用従属関係が確認できる書類として、「申込み従業員についての確
認書（チェックシート）」「労働条件通知書の写し（ない場合は労働条件確認書）」「賃金の支払いがあることが確認できる
書類（賃金台帳の写し等）」が必要です。詳しくは「同居の親族についてのちらし」をご請求ください。
平成26年４月以後に解散した存続厚生年金基金から中退共制度へ移行の申出ができることとなりました。これに伴い、新
規加入申込時に平成 26年４月１日時点での存続厚生年金基金加入の有無等を確認させていただきます。

掛金月額と掛金納付月数に応じて法令
で定められている金額で、制度全体とし
て予定運用利回りを1％として設計し定
められた金額です。

運用利回りが予定運用利回りを上回っ
た場合、これを基本退職金に上積みする
もので、運用収入の状況等に応じて定め
られる金額です。具体的には、掛金納付
月数の４３か月目とその後１２か月ご
との基本退職金相当額に、厚生労働大臣
が定めるその年度の支給率を乗じて得
た額を、退職時まで累計した総額です。

（注）予定運用利回りは、法令の改正により
変わることがあります。

中小企業退職金共済制度（略称：中退共制度）は、昭和34年に国の中小企業対策の一環として制定された
「中小企業退職金共済法」に基づき設けられた制度です。
この制度の運営は、独立行政法人勤労者退職金共済機構（機構）中小企業退職金共済事業本部（中退共）が
当たっています。
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卸売業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
１億円以下

サービス業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
５千万円以下

小売業

常用従業員数
50人以下

資本金・出資金
５千万円以下

加入できる企業は、業種によって異なります。
常時雇用する従業員には、1週間の所定労働時間が同じ企業に雇用されている通常の従業員とおおむね同等である者
であって、①雇用期間の定めのない者②雇用期間が2か月を超えて雇用される者を含みます。

常時雇用する従業員数または資本金の額・出資の総額のいずれかが上記の範囲内であれば加入できます。ただし、資本金または出資金のな
い個人企業や、公益法人等の場合は、常時雇用する従業員数によります。加入後、従業員の増加等により中小企業者でなくなった場合、一
定の要件を備えていれば、確定給付企業年金制度または特定退職金共済制度に退職金相当額を引き継ぐことができます。

従業員は原則として全員加入させてください。 ご注意（加入できない方）

同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。

▲

金　融　機　関：銀行・信用金庫・信用組合・労働金庫・商工中金
委託事業主団体：労働保険事務組合・中小企業団体中央会・商工会議所・商工会・青色申告会・労働基準協会・ハイヤー・

タクシー協会・社会保険労務士会・中小企業勤労者福祉サービスセンター・税理士協同組合・TKC企業
共済会　等

▲

厚生労働省労働基準局勤労者生活課・都道府県労働福祉主管課・都道府県労働局

▲

生命保険会社（五十音順）：住友生命・第一生命・大同生命・太陽生命・日本生命・富国生命・明治安田生命

加入申込先

関係行政機関

協 力 会 社

委託している
ところ

掛金の納付が １ 年未満の場合は、退職金は支給されません。１年以上２年未満の場合は掛金相当額を下回る額になります。２年から
３年６か月では掛金相当額となります。（これらは長期加入者の退職金を手厚くするためです。）３年７か月から掛金相当額を上回る額に
なります。
退職金の受給権者は、従業員です。従業員の死亡による退職の場合は、その遺族が受給権者となります。

当機構とは別に、小規模企業の個人事業主・会社等の役員・個人事業主の
共同経営者を対象とした、小規模企業共済制度があります。この制度について
は、独立行政法人 中小企業基盤整備機構へお問い合わせください。

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
共済相談室　TEL（050）5541-7171
URL http://www.smrj.go.jp/

短時間労働者は、16種類の掛金月額の他に3種類の特例
掛金月額も選択できます。

★短時間労働者とは、1週間の所定労働時間が、同じ企業
　に雇用される通常の従業員よりも短く、かつ、30時間未
　満である従業員をいいます。
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認書（チェックシート）」「労働条件通知書の写し（ない場合は労働条件確認書）」「賃金の支払いがあることが確認できる
書類（賃金台帳の写し等）」が必要です。詳しくは「同居の親族についてのちらし」をご請求ください。
平成26年４月以後に解散した存続厚生年金基金から中退共制度へ移行の申出ができることとなりました。これに伴い、新
規加入申込時に平成 26年４月１日時点での存続厚生年金基金加入の有無等を確認させていただきます。

掛金月額と掛金納付月数に応じて法令
で定められている金額で、制度全体とし
て予定運用利回りを1％として設計し定
められた金額です。

運用利回りが予定運用利回りを上回っ
た場合、これを基本退職金に上積みする
もので、運用収入の状況等に応じて定め
られる金額です。具体的には、掛金納付
月数の４３か月目とその後１２か月ご
との基本退職金相当額に、厚生労働大臣
が定めるその年度の支給率を乗じて得
た額を、退職時まで累計した総額です。

（注）予定運用利回りは、法令の改正により
変わることがあります。

中小企業退職金共済制度（略称：中退共制度）は、昭和34年に国の中小企業対策の一環として制定された
「中小企業退職金共済法」に基づき設けられた制度です。
この制度の運営は、独立行政法人勤労者退職金共済機構（機構）中小企業退職金共済事業本部（中退共）が
当たっています。

BANK

事業主

中退共

退職金

金融機関

請 求 退職者本人が
機構・中退共へ請求

本人の口座へ
退職金振込

委託事業主団体

口座振替

送付

共済契約

共済手帳

掛金納付

加入申込

加入申込

加入申込

退職金共済手帳（請求書）

COMPANY

CHUTAIKYO

一般業種（製造・建設業等）

常用従業員数
300人以下

資本金・出資金
３億円以下ま

た
は

ま
た
は

ま
た
は

ま
た
は

卸売業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
１億円以下

サービス業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
５千万円以下

小売業

常用従業員数
50人以下

資本金・出資金
５千万円以下

加入できる企業は、業種によって異なります。
常時雇用する従業員には、1週間の所定労働時間が同じ企業に雇用されている通常の従業員とおおむね同等である者
であって、①雇用期間の定めのない者②雇用期間が2か月を超えて雇用される者を含みます。

常時雇用する従業員数または資本金の額・出資の総額のいずれかが上記の範囲内であれば加入できます。ただし、資本金または出資金のな
い個人企業や、公益法人等の場合は、常時雇用する従業員数によります。加入後、従業員の増加等により中小企業者でなくなった場合、一
定の要件を備えていれば、確定給付企業年金制度または特定退職金共済制度に退職金相当額を引き継ぐことができます。

従業員は原則として全員加入させてください。 ご注意（加入できない方）

同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。

▲

金　融　機　関：銀行・信用金庫・信用組合・労働金庫・商工中金
委託事業主団体：労働保険事務組合・中小企業団体中央会・商工会議所・商工会・青色申告会・労働基準協会・ハイヤー・

タクシー協会・社会保険労務士会・中小企業勤労者福祉サービスセンター・税理士協同組合・TKC企業
共済会　等

▲

厚生労働省労働基準局勤労者生活課・都道府県労働福祉主管課・都道府県労働局

▲

生命保険会社（五十音順）：住友生命・第一生命・大同生命・太陽生命・日本生命・富国生命・明治安田生命

加入申込先

関係行政機関

協 力 会 社

委託している
ところ

掛金の納付が １ 年未満の場合は、退職金は支給されません。１年以上２年未満の場合は掛金相当額を下回る額になります。２年から
３年６か月では掛金相当額となります。（これらは長期加入者の退職金を手厚くするためです。）３年７か月から掛金相当額を上回る額に
なります。
退職金の受給権者は、従業員です。従業員の死亡による退職の場合は、その遺族が受給権者となります。

当機構とは別に、小規模企業の個人事業主・会社等の役員・個人事業主の
共同経営者を対象とした、小規模企業共済制度があります。この制度について
は、独立行政法人 中小企業基盤整備機構へお問い合わせください。

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
共済相談室　TEL（050）5541-7171
URL http://www.smrj.go.jp/

短時間労働者は、16種類の掛金月額の他に3種類の特例
掛金月額も選択できます。

★短時間労働者とは、1週間の所定労働時間が、同じ企業
　に雇用される通常の従業員よりも短く、かつ、30時間未
　満である従業員をいいます。



「新規申込書」に記入、押印または署名をして、金融機関または委託事業主団体の窓口に提出していただきます。
加入後、新たに従業員を採用した場合などは、「追加申込書」を使用してください。（ 追加 用の申込書を金融機
関の窓口に提出していただきます。）

ただし、定年などで短期間内に退職することが明らかな
従業員、休職期間中の従業員、期間を定めて雇われてい
る従業員等は加入させなくてもよいことになっています。

①事業主および小規模企業共済制度の加入者、原則として法人企業の役員。
②中小企業退職金共済法に基づく「特定業種（建設業・清酒製造業・林業）退職金共済制度」の被共済者。
※社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している従業員は、中退共制度と重複して加入でき
　ないこととされています。

事業主と生計を一にする同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。詳しくは P4「Q. 加入の手続きを教えて
ください」　を参照してください。 短時間労働者が加入する場合は、「労働条件通知書（雇入通知書）」または「労働契約書」のいずれかの写しを添えてください。

新規加入の際、常時雇用する従業員数が次の規模以上の場合は「中小企業者であることの証明」が必要になります。
◎一般業種（製造業・建設業等）は250人　◎卸売業、サービス業は90人　◎小売業は40人
なお、この証明を必要とする法人企業のうち、資本金の額または出資金の総額が中小企業者の範囲内であれば、現在事項一部
証明書（登記簿抄本）を添えることで中小企業者であることの証明に代えることができます。
事業主と生計を一にする同居の親族が加入する場合、使用従属関係が確認できる書類として、「申込み従業員についての確
認書（チェックシート）」「労働条件通知書の写し（ない場合は労働条件確認書）」「賃金の支払いがあることが確認できる
書類（賃金台帳の写し等）」が必要です。詳しくは「同居の親族についてのちらし」をご請求ください。
平成26年４月以後に解散した存続厚生年金基金から中退共制度へ移行の申出ができることとなりました。これに伴い、新
規加入申込時に平成 26年４月１日時点での存続厚生年金基金加入の有無等を確認させていただきます。

掛金月額と掛金納付月数に応じて法令
で定められている金額で、制度全体とし
て予定運用利回りを1％として設計し定
められた金額です。

運用利回りが予定運用利回りを上回っ
た場合、これを基本退職金に上積みする
もので、運用収入の状況等に応じて定め
られる金額です。具体的には、掛金納付
月数の４３か月目とその後１２か月ご
との基本退職金相当額に、厚生労働大臣
が定めるその年度の支給率を乗じて得
た額を、退職時まで累計した総額です。

（注）予定運用利回りは、法令の改正により
変わることがあります。

中小企業退職金共済制度（略称：中退共制度）は、昭和34年に国の中小企業対策の一環として制定された
「中小企業退職金共済法」に基づき設けられた制度です。
この制度の運営は、独立行政法人勤労者退職金共済機構（機構）中小企業退職金共済事業本部（中退共）が
当たっています。
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卸売業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
１億円以下

サービス業

常用従業員数
100人以下

資本金・出資金
５千万円以下

小売業

常用従業員数
50人以下

資本金・出資金
５千万円以下

加入できる企業は、業種によって異なります。
常時雇用する従業員には、1週間の所定労働時間が同じ企業に雇用されている通常の従業員とおおむね同等である者
であって、①雇用期間の定めのない者②雇用期間が2か月を超えて雇用される者を含みます。

常時雇用する従業員数または資本金の額・出資の総額のいずれかが上記の範囲内であれば加入できます。ただし、資本金または出資金のな
い個人企業や、公益法人等の場合は、常時雇用する従業員数によります。加入後、従業員の増加等により中小企業者でなくなった場合、一
定の要件を備えていれば、確定給付企業年金制度または特定退職金共済制度に退職金相当額を引き継ぐことができます。

従業員は原則として全員加入させてください。 ご注意（加入できない方）

同居の親族のみを雇用する事業所の従業員も加入できます。

▲

金　融　機　関：銀行・信用金庫・信用組合・労働金庫・商工中金
委託事業主団体：労働保険事務組合・中小企業団体中央会・商工会議所・商工会・青色申告会・労働基準協会・ハイヤー・

タクシー協会・社会保険労務士会・中小企業勤労者福祉サービスセンター・税理士協同組合・TKC企業
共済会　等

▲

厚生労働省労働基準局勤労者生活課・都道府県労働福祉主管課・都道府県労働局

▲

生命保険会社（五十音順）：住友生命・第一生命・大同生命・太陽生命・日本生命・富国生命・明治安田生命

加入申込先

関係行政機関

協 力 会 社

委託している
ところ

掛金の納付が １ 年未満の場合は、退職金は支給されません。１年以上２年未満の場合は掛金相当額を下回る額になります。２年から
３年６か月では掛金相当額となります。（これらは長期加入者の退職金を手厚くするためです。）３年７か月から掛金相当額を上回る額に
なります。
退職金の受給権者は、従業員です。従業員の死亡による退職の場合は、その遺族が受給権者となります。

当機構とは別に、小規模企業の個人事業主・会社等の役員・個人事業主の
共同経営者を対象とした、小規模企業共済制度があります。この制度について
は、独立行政法人 中小企業基盤整備機構へお問い合わせください。

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
共済相談室　TEL（050）5541-7171
URL http://www.smrj.go.jp/

短時間労働者は、16種類の掛金月額の他に3種類の特例
掛金月額も選択できます。

★短時間労働者とは、1週間の所定労働時間が、同じ企業
　に雇用される通常の従業員よりも短く、かつ、30時間未
　満である従業員をいいます。
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参考

当機構には、一般従業員を対象とした中退共制度のほか
に、建設業・清酒製造業・林業で働く期間を定めて雇用さ
れる従業員を対象にした退職金制度として、特定業種退
職金共済制度があります。この制度については、各事業
本部へお問い合わせください。

TEL（03）6731-2866
TEL（03）6731-2887
TEL（03）6731-2887

お問い合わせ先

建 設 業退職金共済事業本部
清酒製造業退職金共済事業本部
林 業 退 職 金 共 済 事 業 本 部

有利な国の掛金助成

簡単な管理

掛金は非課税

掛金月額の選択

通算制度でまとまった退職金

退職金は直接従業員へ

制度のメリットは何ですか？

何と言っても国の制度だから安全、安心です。

初めて中退共制度に加入する事業主および掛金月額を増額する事業主に掛金の一部を国が助成します。

初めて中退共制度に加入する事業主に掛金月額の1/2（従業員ごとに上限5,000円）を加入後4か月目から1年
間、国が助成します。短時間労働者の特例掛金月額2,000円・3,000円・4,000円には掛金月額の1/2の額にそれ
ぞれ300円・400円・500円が上乗せされます。
（注）社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している事業主および存続厚生年金基金（解散存続厚生年金
基金）から移行の希望を申し出た事業主は、助成の対象になりません。

18,000円以下の掛金月額を増額する事業主に増額分の1/3を増額月から1年間、国が助成します。
（注）20,000円以上の掛金月額からの増額は、助成の対象になりません。

掛金は口座振替ですので手間がかかりません。また、従業員ごとの納付状況や退職金試算額を事業主にお知らせ
しますので退職金の管理が簡単です。

掛金は、法人企業の場合は損金として、また、個人企業の場合は必要経費として、全額非課税となります。
（注）資本金または出資金が1億円を超える法人の法人事業税には、外形標準課税が適用されます。

従業員ごとに選択した掛金月額は加入後いつでも増額できます。また、掛金月額を減額する場合は一定の要件の
もとで変更可能です。

一定の要件を満たしていれば以下の通算ができます。

前の企業での掛金納付月数を通算できます。

それぞれの制度へ前の企業での退職金を通算できます。
※特退金制度とは、商工会議所、商工会などの団体が運営している特定退職金共済制度を指します。

事業主が初めて中退共制度に加入する際、すでに１年以上勤務している従業員について、加入前の勤務期間を通
算できます。
（注）小規模企業共済制度に加入していた期間は通算できません。
（注）解散存続厚生年金基金から移行する従業員は過去勤務期間の通算はできません。

1.新規加入助成

2.月額変更助成

1.過去の勤務期間

2.中退共制度に加入している企業間を転職した場合

3.中退共制度に加入している企業と特退金制度※に加入している企業間を転職した場合

同居の親族のみを雇用する事業主は「新規加入助成」および「月額変更助成」の対象になりません。

退職金は、機構・中退共から直接、退職者の預金口座に振込みます。退職金は一時金払いのほかに、一定の要件を満たしていれば、本人
の希望により全部または一部を分割して受け取ることができます。（事業主が従業員に代わって退職金を受け取ることはできません。）

業　種 資本金の額または
出資の総額

パート従業員数常時雇用する
従業員数

制度についてのご相談は中退共本部または下記コーナーへ

中退共名古屋コーナー 中退共大阪コーナー
〒461-0004　名古屋市東区葵3-15-31

（千種第3ビル2F）
TEL 052-856-8151 FAX 052-856-8155

〒550-0011　大阪市西区阿波座1-7-13
（商工中金阿波座ビル7F）

TEL 06-6536-1851 FAX 06-6536-1850

中退共本部 9：00～17：15、コーナー 9：00～17：00（どちらも土日祝日は除く）電話受付時間
中退共本部 9：00～17：00、コーナー 9：00～16：30（　　　　　〃　　　　　）窓口受付時間

中退共制度に関する情報はモバイルサイトでもご覧いただけます。
QRコードを読み取ってアクセスしてください。

中退共
動画での詳しい解説もどうぞ

さらにわかりやすい！

ホームページをご覧ください


